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２月臨時議会


全協では以下のように確認。30日の議会運営委員会で正式に協議されます。


主な日程は


７日（火）初日、９時開会（予定）


９日（木）産業建設常任委員会


10日（金）教育民生常任委員会


13日（月）総務常任委員会


17日（金）最終日：討論、採決など
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「同和対策課」が廃止または改変される見通しです。これは、去る19日の議会全員協議会で同和対策特別委員会の存廃が論議されたことにともない、西澤議員の質問で明らかになったもの。議会事務局の説明によれば内容は不明ながら、３月議会に提案される見通しとのこと。他の議員からも、同対課を無くすのであるならば、中身もなくすべき、との声も聞かれました。


日本共産党は同対課の改変・廃止にともない、「同和」を枠とした特別な施策・制度・地域格差などを廃止し、公平･公正で町民のくらし応援の予算充実を求めてがんばります。


みなさんの願い


お寄せください


平成18年度予算編成にともない町民のご要望を現在集約中です。みなさんの様々な願いお聞かせください。





決算審査始まる


　去る19日の議会全員協議会で、今後の議会日程の予定が協議されました。２月７日（火）から臨時議会が召集される予定（左表参照）となりました。


16年度の一般会計など決算関連の議案が２月の臨時議会で、また18年度の予算が３月議会でそれぞれ審議されます。


決算議案は通常ならば９月議会に提出される予定でしたが、監査委員の合議がその期限までにそろわず、２月臨時議会への提出予定となりました。





お元気ですか


のぶあきです


アメリカ産牛肉輸入再開


お粗末な「監視」


―地方議会の役割を果したか―


このところ温泉・お風呂での意外な出会いが続いている。その一つ香良の湯でのいい話。今までは、たまにしか行かなかったが腰の調子が悪く、少し前から通うようになった。「ここへ来ると家の風呂は入れん」とその男性の一声。私が「ほんまにそうや」と相槌を打つと、その男性が話し出した。香良の湯が出来てから１日も欠かさない。脳梗塞で足が不自由になったときも医者は、リハビリには風呂で温め、曲げ伸ばしするのが一番良いと、すすめたので50日ほど通ったと。後遺症の時の動作を実演しながら、引きずっていた片足がまともに歩けるようになった、誰もがウソのようだと感心する、と。▼こちらは怖いウソ。小泉内閣のウソが１ヶ月でばれてしまった。アメリカ産牛肉は「科学的見地にもとづき」輸入を再開した、と国会で胸を張ったその20日、ＢＳＥ危険部位の混入が発覚。単純・短語の小泉首相も答弁に窮している様子。アメリカの検査官が日本向け輸出２条件を知らなかったと言うのだから、「はじめに輸出ありき」のため、「①20ヶ月齢以下、②危険部位の完全除去」など、まじめに考えていなかった疑い大である。▼甲良町の12月議会で輸入再開に反対を求めた請願を不採択としたが、地方議会の役割を果したのか、真剣な反省が求められると思うのは私だけであろうか。





“「議員を減らせ」は、多くの議員が


役に立っていない反映”


去る１月19日に全員協議会があり、議員定数削減などのテーマで意見交換を行ないました。意見の概要を紹介します。


【議員定数削減】


▲議員から率先して痛みをともなう改革を見せる必要がある。▲多賀は早くから、豊郷町は最近12名に削減した。▲定数削減は町民へのインパクトが強い。▲痛みと言っても次回の議員から。町民から「議員を減らせ」との声が出るのは役に立っていないから、必要ないと思われているから、もっと仕事をせなアカン。▲大方の議員は削減賛成だ。改選が近づくと思惑がからんでやりにくいので今がいい時期。


▲西澤＝削減全て反対ではない。住民の色々な意見を反映する役割から言えば削減すべきでない。欧米の地方議会では無報酬のボランティアが中心。議員報を酬削減して経費削減に貢献すべき。


【議員報酬減額】


▲町レベルでは高い報酬とは言えない。▲報酬に見合う仕事をするのが先決だ。▲西澤＝町長も代わり、どのような行財政改革がでてくるか見極め、経費削減で議会が決断する必要があれば減額案を出すべき。


【常任委員会数の削減】


▲一つの委員会が4～5人では体をなさない、役割を果たせない。▲西澤＝委員会は人数ではないどれだけ論議するかだ。現在でも教育民生の所轄が多く、２つに減らせば内容が多くなり、目が行き届かなくなる。


【同和対策、環境衛生２つの特別委員の会存続・廃止】


▲法も終了し、同対事業も無くなったので廃止すべき








